
表表－－９９    液液状状化化判判定定手手法法一一覧覧表表  
指指針針・・基基準準名名  

液液状状化化判判定定のの対対  

象象ととすすべべきき土土層層  
液液状状化化のの判判定定方方法法  液液    状状    化化    強強    度度    のの    求求    めめ    方方  地地    震震    外外    力力    のの    求求    めめ    方方  構構  造造  物物  へへ  のの  影影  響響  のの  評評  価価  

  
危危険険物物のの規規制制にに関関すするる  
技技術術上上のの基基準準のの細細目目をを  
定定めめるる告告示示  
 

自自治治省省  

11997744  

  

  

改改正正－－新新法法タタンンクク  

SS5511（（11997766））  

  

  

一一部部改改正正－－旧旧法法タタンンクク  

HH66（（11999944））  

  

※※省省令令，，通通達達をを含含むむ  

 

 

 
 

以下の条件に全

て当てはまるもの

とする。 

●●地下水によって

飽和された砂質

土 

●●深さ 15m まで 

●●平均粒径Ｄ50≦

2.0mm 

 

 
 

限限界界ＮＮ値値法法  
  
表－１に示すＮ値以下

の場合には液状化する

と判断する。 

 

 

 

 

 

 

 
 

表－１に示すＮ値以下の場合には液状化すると判断する。 
 

 

 
特に述べられていない。 

 

 

●●地表からの深さ

が20m 

●●砂質土 

 

所定の範囲内の地盤

が次式で定める液状化

指数ＰＬが5より大きい場

合に液状化すると判断

する。 

 

 

 
ここに、 

 

 
 
 
Fω(x)：重み係数 

（=10-0.5x） 

x：地表面からの深さ(m) 
 
 
 

ＦＬは液状化に対する

抵抗率で次式で定義さ

れる。 
 

   
 

ここに、 

R：動的せん断強度比 
L：地震時せん断応力比 
 

●●地盤の範囲はタンク

半径に10m加えたものと

する。 

 
動的せん断強度比Ｒは次式で求められる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ここに、 
  σ'v：有効上載圧（Kgf/cm2) 

  Ｎ：標準貫入試験値 

  Ｄ50：平均粒径（㎜） 

  FC：細粒分含有率（%） 

 

◆◆液状化判定はタンク１基当たり３箇所以上のボーリングデータに基づいて行
う必要がある。 

 
 

 
地震時せん断応力比Ｌは次式で求められ

る（通達73号）。 
 
 
 
ここに、 

 ｒｄ：地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数

（=1-0.015z） 

 Ｋｓ：液状化判定用設計震度 

 σv   ：計算深度の全上載圧（kgf/cm2） 

 σ'v  ：計算深度の有効上載圧（kgf/cm2） 

 

液状化判定用設計震度は次式で算定する。
 

 

ここに、  

 ν1：地域別補正係数(1.0，0.85，0.7) 

ν２：地盤別補正係数（地盤区分は表－２） 

 

 

 

νl：重要度別補正係数（=1.1） 
 

 
算定されたＰＬ値によって下表に示すような危険度のランクを判定し、必要

に応じて詳細な調査、液状化対策を行う。 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

対対象象構構造造物物  

  
特特定定屋屋外外タタンンクク（（容容量量11000000

キキロロリリッットトルル以以上上））貯貯蔵蔵所所  

新新法法タタンンクク  

Ａ Ｂ

FC＜5% 12 15

5%≦FC≦10% 8 12

10%＜FC＜35% 6 7

細粒分含有率FC
限界Ｎ値

表表－－１１  液液状状化化限限界界ＮＮ値値一一覧覧表表  
：範囲Ａ 

 

：範囲Ｂ 

r2：タンクの半径 

r1：タンクの半径-5m 

r3：タンクの半径+5～10m 

r3 

r2 
r1 

     r3 については別に規定あり

旧旧法法タタンンクク  
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表表－－３３  ＰＰＬＬ値値とと危危険険度度ラランンクク  

ＰＬ値 ランク付け

旧法タンクの液状化に対する危険度は極めて高く、消
防法に定める範囲の地盤の改良が必要。

15＜ＰＬ

旧法タンクの液状化に対する危険度は高く、より詳細
な調査が必要。対策工が一般に必要。

5＜ＰＬ≦15

0＜ＰＬ≦5

ＰＬ=0 旧法タンクの液状化に対する危険度はかなり低く、対
策工は一般に不要。

旧法タンクの液状化に対する危険度は低く、対策工
は一般に不要。
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地盤種別 Ⅰ種 Ⅱ種 Ⅲ種

補正係数 0.8 1.0 1.2

地盤種別 定　義

Ⅰ種
第３紀以前の地盤（以下「岩盤」という）または岩盤までの洪積層の
厚さが10m未満の地盤

Ⅱ種
岩盤までの洪積層の厚さが10m以上または岩盤までの沖積層の厚
さが25m未満であって、かつ、耐震設計上支持力を無視する必要が
あると認められる土層の厚さが5m未満の地盤

Ⅲ種 その他の地盤

表表－－２２  地地盤盤のの区区分分  

Ver.1.0 
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